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所       属 氏      名 備考

（株）オーイーシー　　主任ＳＥ 江藤
え と う

　英理子
え り こ

（株）はなはな　代表取締役 岡田
お か だ

　久美子
く み こ

（株）モアモスト　取締役会長 河野
こ う の

　忍
しのぶ

ニッコン（株）　代表取締役社長 佐藤
さ と う

　宝
と み

恵
え

日本労働組合総連合会大分県連合会　会長 佐藤
さ と う

　寛人
ひ ろ と

大分大学　学長特命補佐・経済学部　教授 下田
し も だ

　憲雄
の り お

大分県経営者協会　会長 杉原
すぎはら

　正晴
ま さ は る

社会医療法人敬和会　法人担当人事部長 武石
たけい し

　智子
と も こ

大分県中小企業団体中央会　会長 戸髙
と だ か

　有
あ り

基
も と

大分経済同友会　代表幹事
（（株）大分銀行　取締役会長） 姫野

ひ め の

　昌治
し ょ う じ

みらい社会保険労務士会法人　特定社会保険労務士 堀江
ほ り え

　貴
き

陽子
よ こ

大分県商工会連合会　会長 森竹
も り た け

　治一
はるいち

社会福祉法人太陽の家　理事長 山下
やま し た

　達夫
た つ お

大分県商工会議所連合会　常務理事 川村
かわむら

　繁
し げ

志
ゆ き 吉村会長

代理

以上１３名

欠席　２名

ＴＲＹ（株）　代表取締役社長 高橋
たかはし

　晴美
は る み

※敬称略、委員は５０音順

第８回大分県働き方改革推進会議　委員出席者名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日時　令和３年５月２０日（木）　１３時００分～１４時３０分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所　オンライン
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オムロン太陽 三菱商事太陽 富士通エフサス太陽

オムロン京都太陽デンソー太陽

ホンダ太陽ソニー・太陽
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創意工夫

仕事のシステムが変わる

新しいアイディア

改善が生まれる

管理職、社員が変わる

新しいコミュニケーションが生まれる

＊人に優しい企業ができる
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＜相互の理解＞

障がいのない人 障がいのある人

なにが出来るのか 当たり前だ

なにもできない 何も分かってくれない

面倒だ 上から目線

怖い 配慮がない

見下す 遠慮する、まあいいか

｢感動される人から
感謝される人へ｣

出
来
な
い
で
は
な
く

出
来
る
た
め
に
は

な
に
を
す
べ
き
か

｢厳しさをもって
普通に接する｣

など など
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世
に
身
心
障
が
い
者
は
あ
っ
て
も

仕
事
に
障
害
は
あ
り
得
な
い

太
陽
の
家
に
働
く
者
は

被
護
者
で
は
な
く

労
働
者
で
あ
り

後
援
者
は
投
資
者
で
あ
る

中
村
裕
先
生
遺
訓
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【共同宣言目標】

１ 一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下（R2：2020年）
（取組方針）
○時間管理の徹底、ＩｏＴやＡＩの活用などによる労働生産性の向上に取り組みます。

２ 年次有給休暇取得率 ７０%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○ワーク・ライフ・バランスの推進などにより誰もが働きやすい職場環境を整備します。

３ 男性の育児休業取得率 １３%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○部下の育児・介護に配慮･理解のあるイクボスの輪を広げ、男性の育児参加意識の向上により
子育てしやすい環境をつくります。

４ ２５～４４歳女性の就業率 ７７％以上（R4：2022年）
（取組方針）
○女性が活躍しやすい環境整備や起業支援等により働く女性を応援します。

※１上記２．３．４については、仕事と生活の調和推進官民トップ会議（内閣府）において策定した「仕事と生活の調和推進のための行動指針
（平成２８年３月７日一部改正）」の数値目標を参考にして設定したもの
※２今後、法改正等で国の数値目標が変更された場合は、｢目標項目及び目標値｣を見直すこととする

おおいた働き方改革共同宣言・2020年目標達成状況

議事１
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１．一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下 （R2：2020年）
大分県 １９８３．６H 全国 １９２４．８H （R２：2020年）
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厚生労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模5人以上）

【現状】
・2020(R2)年の大分県の総実労働時間は前年比で30時間短くなった。
・全国平均との比較では、58.8時間上回っており、全国平均以下の目標は達成できていない。

【分析】
・常用雇用者数に占める大企業の割合が、全国35.8％に対し、大分県は17.4％で大企業の割合が低い。
（H28.6時点調査、Ｈ30.12.14中小企業庁HP公表）
→大企業は完全週休二日制の事業所が多いため、労働時間が短くなる。

・大分県の労働者のうち「正社員・正職員」の割合は62.5％で、全国平均59.5％を上回っている。
（平成28年経済センサス活動調査結果（大分県の概要））
→業務時間が一律に決められている正社員の割合が高いことで、全体の労働時間が長くなる。

大分県

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況
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おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・大分県・全国ともに、各業種において、前年に比較して、年間総労働時間は短くなっている。
・2019（R元)年には、製造業で２年連続で大分県が全国を下回っていたが、2020（R2)年は各業種において全国を上回る結果となった。
・大分県の卸売業、小売業は他の業種より年間総労働時間は長くなっているが、前年比で112.8時間短くなった。

【分析】
・大分県の産業別従事者は、「卸・小売業」（20.2％）、「医療、福祉」（17.3％）、「製造業」（14.9％）、「宿泊業・飲食サービス」（9.8％）の4業種で
全体の約6割を占めており、この業種は、比較的労働時間が長いため、全体的にも労働時間が長くなる傾向がある。
（平成28年経済センサス活動調査結果（大分県の概要））
・大分県では、産業別で「建設業」「製造業」「医療、福祉」は求人者数が多い業種であり、人手不足により、現に働いている労働者の労働時間が
長くなっていると考えられる。

→労働生産性の向上の取組が必要。

一般労働者における年間総労働時間
業種別経年比較（大分）
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一般労働者における年間総労働時間
業種別経年比較（全国）

１．一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下 （R2：2020年）
大分県 １９８３．６H 全国 １９２４．８H （R２：2020年）
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全国

２．年次有給休暇取得率 ７０％以上 （R2：2020年）
大分県 ５９．０％ 全国 ５６．３％ （R２：2020年）

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・大分県は、2012（H24）年以降、2014（H26）年を除いて、全国より年休取得率が高いが、目標の70を11.0％下回る結果となった。
・大分県の取得率は、ここ５年間は50%代で推移しているが、2020（R2）年度は前年に比べ2.7％高くなった。
・企業規模別（全国）では、「1,000人以上」が63.1％、「300～999人」が53.1％、「100～299人」が52.3％、「30～99人」が51.1％で、規模が小さく
なるにつれて、取得率も下がっている。

【分析】
・「年次有給休暇の取得がされにくい理由」の理由として、「代替可能な人員体制でないため」が52.9％（複数回答）で最も多かった。
（H29大銀経済経営研究所調査）
→柔軟な働き方などの推進により、少ない人員で生産性向上を図ることが重要。

・2019（R元）年に、年次有給休暇の取得が法制化されているため、取得率が向上したものと思われ、今後も着実な上昇が見込まれる。

大分県
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大分県 全国

２．年次有給休暇取得率 ７０％以上 （R2：2020年）
大分県 ５９．０％ 全国 ５６．３％ （R２：2020年）

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・大分県の業種別取得率では、「電気・ガス・熱供給・水道業」が70.2％、 「学術研究、専門・技術サービス業」 68.5％、「製造業」が65.1％と高い。
また、2019（R元)年は、取得率が30％台と低い業種（「不動産業、物品賃貸業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の２業種）もあったが、
2020（R2)年は、最も低い業種の「複合サービス事業」でも48.1％になっている。
・2019(R元)年は全国を10％以上下回る業種（「不動産・物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「サービス業（他に分類されないもの」
の３業種）もあったが、2020（R2)年では、ほとんどの業種で全国の取得率を上回った。
・前年比較では、全国は全業種で取得率向上、大分県でもほとんどの業種において取得率が向上した。

注）「鉱業・採石業・砂利採集業」については、大分県の統計がないため0.0％
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おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況
３．男性の育児休業取得率 １３％以上 （R2：2020年）
大分県 ９．９％ （R２：2020） 全国 ７．５％ （R元：2019）
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全国（厚生労働省雇用均等基本調査） 大分県（大分県労働福祉等実態調査）
【現状】
・大分県の男性の育児休業取得率は、2019（R元）に前年比で2.0％減となったものの、2020年は前年比で5.1％増となったが、 目標の13％を
4.1％下回った。（全国の取得率は、公表待ち）

【分析】
・6歳未満の子どもを持つ夫の家事・育児関連行動者率は、共働き世帯で家事は増えている（2011（H23)年19.5％→2016(H28)年23.3％）が、
育児は減っている（2011(H23)年32.8％→2016(H28)年31.0％）。 （男女共同参画白書令和２年版）
→男性の育児参画意識の向上が必要

・男性の末子出生後８週間以内の育児休業の取得のきっかけは、「職場の同僚や上司などから取得を勧められた」が22.9％、「会社から取得を勧めら
れた」が17.1％となっている。反対に育児休業制度を利用しなかった理由は、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」が38.5％、「職場が育児休
業を取得しづらい雰囲気だった」が33.7％になっている。（仕事と育児の両立に関する実態把握のための調査研究事業（H29年度厚生労働省委託事業））
→職場の上司の理解がポイント。

・大分県労働福祉実態調査の対象は、中小企業が多く抽出調査であるため、対象者の有無などにより調査結果に若干のばらつきが出る。
このため、2019（R元）年は率が下がったが、取得者数は横ばい（2018（H30） 68人→2019（R元） 62人）であった。また、2020（R2)においては、
取得率は向上しており、取得者も109人と増えていることから、働き方改革推進の取組を通じて、経営者等の育休取得への理解が進み、
育休取得者が増えてきたと考えられる。

大分県

全国
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【現状】
・2017(平成29）年において、全世代で就業率が上昇し、目標を達成した。
・大分県では、「出産・育児のため」に前職を離職した者の割合は9.2％と前回調査より1.7ポイント増加している。

【分析】
・時間や場所に制約の多い女性の就業率の向上は、在宅ワークなど多様な働き方など環境整備も後押しとなっている。
（女性の自営型就業者におけるテレワーカーの割合 R2 16.6％ （R2テレワーク人口実態調査））
→テレワークを含めた多様な働き方が重要

・全国における2020年平均の女性就業者数は前年比で24万人減少、また、減少するのは8年ぶりとなっている。
（2020年（労働力調査（基本集計）2020年平均結果）
→コロナ禍における新たな働き方などへの対応が必要

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

４．25歳～44歳女性の就業率 ７７％以上 （R4：2022年）
大分県 ７８．６％ 全国 ７６．１％ （2017）
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議事２
大分労働局
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令和３年度 働き方改革関連事業 大分県商工観光労働部雇用労働政策課

●中小企業等テレワーク導
入相談窓口設置
・テレワークの導入を検討す
る中小企業等向けに相談窓
口を設置
・導入セミナーやフォローアッ
プ等実施

●大分働き方改革推進会議
・働き方改革の推進に向けた
取組や「おおいた働き方改革」
共同宣言、目標等について政
労使で議論
・働き方改革への理解を深め
るトップセミナー開催

●働き方改革アドバイザー養
成・対策普及【新】
・地域におけるアドバイザーの
養成
・企業向けセミナー&個別相談
会の開催
・アドバイザー派遣
・優良事例の収集及び創出

●おおいた働き方改革推進
優良企業表彰
●おおいた子育て応援団
「しごと子育てサポート企
業」認証
●九州事業連携（九州・山
口働き方改革推進プロジェ
クト）

働き方改革推進事業
◆目的 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現など、誰もが働きやすい職場環境づくりへの取り組みを推進すること
により、人材確保・定着や労働生産性の向上を図る。

おおいたイクボス共同宣言
部下、スタッフのワーク・ライフ・バラン
スを考え、自らも仕事と私生活を楽しむ
ことができる上司（イクボス）の普及

育児短時間勤務奨励金
中小企業事業主が、育児短時間勤
務を取得させた場合に補助金額30
万円(１事業主１回限り）交付

両立支援給付金
育児短時間勤務から続けて次子の育児
休業を取得した従業員に育児休業給付金
の減額相当分(上限30万円）を交付

関
連
事
業

●障がい者テレワーク導入
事業【新】
・テレワークによる障がい者
雇用に意欲がある企業に対
し、テレワーク導入コンサル
ティング、雇用理解促進セミ
ナー、オンライン合同企業説
明会などを実施
●障がい者職業能力開発事
業
●障がい者雇用総合推進事
業

多
様
な
人
材
の
活
躍

●女性のスキルアップ総合
支援事業
・自営型テレワーカーの養成、
ワーカー活用を検討する企
業支援
・働きたい女性のための再
就職支援セミナーやマッチン
グイベント開催
・再就職に向けたスキルアッ
プのための職業訓練

女性 障がい者

●シニア雇用推進事業
・県中高年齢者就業支援
センターでの職業相談。
紹介や、キャリアコンサル
ティング、セミナー実施な
ど
・個別事業所訪問にて、
雇用状況調査、普及啓発、
助成金の案内などを行う
（シニア雇用推進オフィ
ス）

高齢者

●県外若年者UIJターン
推進事業
●UIJターン就業等支援
加速化事業
●おおいた学生等県内就
職応援事業
●おおいた元気企業マッ
チング促進事業
●おおいた若者就職・定
着応援事業
・若年者の県内就職支援

若者
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「おおいた働き方改革」共同宣言
～誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる大分県を目指して～

人口減少が進展する中、本県産業の維持・発展のためには、優秀な人材の確保や育成が必要であり、女性、若者、高

齢者など、多様な人材がそれぞれのライフステージに応じて働くことができるよう、全ての職場で働きやすい環境を整備し

て、県民誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる社会づくりを進めることが重要です。

そのためには、長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進のほか、男性の育児休業の取得促進をはじめとした子

育て・介護等と仕事の両立ができる環境整備や、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の導入などによる「働き方改

革」を強力に進め、ワーク・ライフ・バランスの実現と労働生産性の向上に向けた取組を加速させることが必要です。

「働き方改革」を推進するためには、経営者と労働者双方の意識改革が何より重要です。「働き方改革」が人材の確保

や定着、経営力の向上、労働生産性の改善のための最良の手段であることを共通認識として、経営者と労働者が一体と

なって「働き方改革」を推進することが求められています。

私たちは、このような認識のもと、各団体や自治体等とも連携して、県内各企業に対する「働き方改革」に関する意識啓

発や働きかけを強化するとともに、強い決意をもって、次に掲げる目標の達成に向け、「働き方改革」を積極的かつ継続的

に推進することを宣言します。

平成２９年８月１７日

大分県働き方改革推進会議

現 行

議事３
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【共同宣言目標】

１ 一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下（R2：2020年）
（取組方針）
○時間管理の徹底、ＩｏＴやＡＩの活用などによる労働生産性の向上に取り組みます。

２ 年次有給休暇取得率 ７０%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○ワーク・ライフ・バランスの推進などにより誰もが働きやすい職場環境を整備します。

３ 男性の育児休業取得率 １３%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○部下の育児・介護に配慮･理解のあるイクボスの輪を広げ、男性の育児参加意識の向上により
子育てしやすい環境をつくります。

４ ２５～４４歳女性の就業率 ７７％以上（R4：2022年）
（取組方針）
○女性が活躍しやすい環境整備や起業支援等により働く女性を応援します。

※１上記２．３．４については、仕事と生活の調和推進官民トップ会議（内閣府）において策定した「仕事と生活の調和推進のための行動指針
（平成２８年３月７日一部改正）」の数値目標を参考にして設定したもの
※２今後、法改正等で国の数値目標が変更された場合は、｢目標項目及び目標値｣を見直すこととする

現 行
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おおいた働き方改革共同宣言（案）

「おおいた働き方改革」共同宣言

～誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる大分県を目指して～

人口減少が進展する中、本県産業の維持・発展のためには、優秀な人材の確保や育成が必要
であり、女性、若者、高齢者、障がい者など、多様な人材がそれぞれのライフステージに応じ
て社会参画でき、県民誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる社会づくりを進めるこ
とが重要です。

そのためには、長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促進や、子育て・介護の両立のため
の男性の育児休業の取得の促進のほか、テレワークなどの時間や場所にとらわれない柔軟な働
き方の導入などにより、多様な人材が働きやすい職場環境整備を進め、労働生産性の向上につ
ながる「働き方改革」に取り組むことが必要です。

私たちは、「働き方改革」が多様な人材の確保や定着、経営力の向上、労働生産性の改善の
ための最良の手段であることを共通認識として、各団体、自治体、県内各企業の経営者や労働
者とも連携し、次に掲げる目標の達成に向け、強い決意をもって「働き方改革」を積極的かつ
継続的に推進することを宣言します。

令和３年 月 日 大分県働き方改革推進会議
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【共同宣言目標】

１ 一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下（R7：2025年）
（取組方針）
○多様な人材が働きやすい職場環境整備の推進や、時間管理の徹底、ＩｏＴやＡＩの活用により
労働生産性の向上に取り組みます。

２ 年次有給休暇取得率 ７０%以上（R7：2025年）
（取組方針）
○柔軟な働き方の推進などにより誰もが働きやすい職場環境を整備します。

３ 男性の育児休業取得率 ３０%以上（R7：2025年）
（取組方針）
○部下の育児・介護に配慮･理解のあるイクボスの輪を広げ、男性の育児参加意識の向上により
子育てしやすい環境をつくります。

４ ２５～４４歳女性の就業率 ７７％以上（R4：2022年）
（取組方針）
○女性が活躍しやすい環境整備や起業支援等により働く女性を応援します。

※１上記２．３については、「第４次少子化社会対策大綱」の数値目標を参考にして設定したもの
※２上記４については、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」の数値目標を参考にして設定したもの
※２今後、法改正等で国の数値目標が変更された場合は、｢目標項目及び目標値｣を見直すこととする

おおいた働き方改革共同宣言・次期目標（案）
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現状 参考

大綱策定時の直近値
前回大綱(H27.3.20閣議
決定）における数値目標

70% 53.1% 55%

（2025年） （2015年） （2020年）

82% 77.7% 73%

（2025年） （2019年） （2020年）

30% 6.16% 13%

（2025年） 2018年 （2020年）

80% 58.7%

（2025年） （2018年）

1日あたり2時間30分 １日あたり83分 1日あたり2時間30分

（2020年） （2016年） （2020年）

5% 6.4% 5%

（2025年） （2019年） (2020年）

15.4% 9.8%

（2020年） （2019年）

70% 52.4% 70%

（2025年） （2018年） （2020年）

全ての企業 64.0% 全ての企業

（2025年） （2019年） （2020年）

4,300社 3,312社 3,000社

（2025年） （2020年3月末) （2020年）

-

項目 目標

80%

少子化社会対策大綱(R2.5.29閣議決定) 　施策に関する目標数値　「働き方」抜粋

第１子出産前後の
女性の継続就業率

女性（２５～４４歳）の就業率

６歳未満の子供をもつ男性の
育児・家事関連時間

男性の配偶者の出産直後の
休暇取得率

男性の育児休業取得率

くるみん取得企業

労働時間等の課題について
労使が話し合いの機会を
設けている割合

年次有給休暇取得率

テレワーク制度等に基づく
雇用型テレワーカーの割合

週労働時間６０時間以上の
雇用者の割合
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